
JP 4611704 B2 2011.1.12

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属板をほぼ水平に載置可能な載置面を兼ねた、金属板の下面の一部に面接触可能な加
熱面を有し、その加熱面を介して熱源の熱を金属板に伝達する下側固定伝熱体と、
　前記下側固定伝熱体に隣接して設けられると共に、金属板の下面の一部に面接触可能な
加熱面を有し、その加熱面を介して熱源の熱を金属板に伝達する下側可動伝熱体と、
　前記下側固定伝熱体及び下側可動伝熱体の上方においてこれらに接近離間可能に設けら
れると共に、金属板の上面に面接触可能な加熱面を有し、その加熱面を介して熱源の熱を
金属板に伝達する上側可動伝熱体とを備え、
　前記下側可動伝熱体は、その加熱面が前記下側固定伝熱体の載置面を兼ねた加熱面に載
置された金属板の下面に接触する加熱位置と、当該加熱面が前記加熱位置よりも下方又は
側方に位置することになる退避位置との間を移動可能となっていることを特徴とする熱間
プレス用金属板の加熱装置。
【請求項２】
　前記熱源の少なくとも一つは、ブロックヒータであることを特徴とする請求項１に記載
の熱間プレス用金属板の加熱装置。
【請求項３】
　前記伝熱体の少なくとも一つは、熱源としてのカートリッジヒータを内蔵したブロック
ヒータによって構成されることを特徴とする請求項１に記載の熱間プレス用金属板の加熱
装置。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱間プレス成形に用いられる金属板をプレス前に加熱するための加熱装置に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　機械部品等の分野では、数百℃の高温状態に加熱した高張力鋼板を熱間プレスして所望
形状の製品を得る熱間プレス成形法が知られている（特許文献１，２参照）。特に特許文
献２は、所定の高張力鋼板を電気加熱炉で８５０～１０５０℃の温度に予め加熱し、その
鋼板を成形用プレスに高速搬送して高温状態のままの鋼板を相対的に低温のプレス型でプ
レスすることにより、付形と焼入れとを同時に行って、成形性や引張強度等に優れた部品
（車輌用衝突補強材）を製造する方法を開示する。
【０００３】
　しかしながら、特許文献２では、連続式の電気加熱炉を用いて高張力鋼板を加熱してい
るため、鋼板の温度を８５０℃以上とするのに少なからぬ時間（例えば３～５分）を要す
るのみならず、鋼板が電気加熱炉内に滞在する時間を正確に管理しないと、鋼板の温度が
望ましい温度範囲を逸脱するおそれがある。例えば、一時的なトラブルで製造ラインが一
時停止しただけで、鋼板が加熱超過状態に陥り使用できなくなるという不便さや不自由さ
があった。また、連続式電気加熱炉の場合、その内部を極力不活性ガスで満たすよう配慮
しても、加熱炉から鋼板を取り出す際に炉内に不可避的に進入する空気により、まだ炉内
で加熱中の他の鋼板の表面が酸化してしまうのを避け難い。本発明はこれらの事情に鑑み
てなされたものである。
【０００４】
　尚、本件出願前の先行技術調査では特許文献３も発見された。但し、特許文献３は、被
加熱物として木材合板等を想定したホットプレスの加熱装置に関するものであり、これは
積層された薄板材等を接着剤で貼り合わせる際の加熱押圧を意図した技術である。
【０００５】
【特許文献１】特開２００１－３１４９２３号公報（要約）
【特許文献２】特開２００２－１０２９８０号公報
【特許文献３】特開平１１－１１４９０７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的は、高張力鋼板等の熱間プレス用金属板を比較的短時間で高温度に加熱す
ることができると共に、加熱時において金属板表面の酸化を極力防止することができる熱
間プレス用金属板の加熱装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　請求項１の発明は、金属板をほぼ水平に載置可能な載置面を兼ねた、金属板の下面の一
部に面接触可能な加熱面を有し、その加熱面を介して熱源の熱を金属板に伝達する下側固
定伝熱体と、前記下側固定伝熱体に隣接して設けられると共に、金属板の下面の一部に面
接触可能な加熱面を有し、その加熱面を介して熱源の熱を金属板に伝達する下側可動伝熱
体と、前記下側固定伝熱体及び下側可動伝熱体の上方においてこれらに接近離間可能に設
けられると共に、金属板の上面に面接触可能な加熱面を有し、その加熱面を介して熱源の
熱を金属板に伝達する上側可動伝熱体とを備え、前記下側可動伝熱体は、その加熱面が前
記下側固定伝熱体の載置面を兼ねた加熱面に載置された金属板の下面に接触する加熱位置
と、当該加熱面が前記加熱位置よりも下方又は側方に位置することになる退避位置との間
を移動可能となっていることを特徴とする熱間プレス用金属板の加熱装置である。
【００１０】
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　請求項１によれば、金属板の加熱時には、下側固定伝熱体の載置面を兼ねた加熱面上に
金属板をほぼ水平に載置（及び面接触）させると共に、加熱位置に配置された下側可動伝
熱体の加熱面を金属板の下面の一部に面接触させた状態で、上側可動伝熱体の加熱面を金
属板の上面に面接触させる。このように本加熱装置による金属板の加熱は、下側固定伝熱
体及び下側可動伝熱体からなる下側伝熱体群と上側可動伝熱体との間に金属板を挟み込み
、その上下両面を各伝熱体の加熱面に接触させることによる固体間熱伝導によって行われ
る。このため、対流伝熱や放射伝熱を基調とした従来の加熱装置に比べて、金属板を目標
温度に加熱するまでの時間が大幅に短縮される。また、金属板の両面は、各伝熱体の加熱
面に面接触することで空気（酸化性ガス）との接触を遮断され、あるいは空気露出面積が
最小限にとどめられるため、金属板表面の酸化が極力防止される。
【００１１】
　更に金属板の非加熱時、即ち金属板を下側固定伝熱体の載置面を兼ねた加熱面上に搬入
し又はそこから搬出する際には、上側可動伝熱体を下側固定伝熱体から離間配置すること
で、上下両伝熱体間に金属板の搬送装置が進入する空間を確保できる。それと同時に下側
可動伝熱体を加熱位置から退避位置に切替え配置することで、その下側可動伝熱体の加熱
面が面接触し得る金属板下面部分の直下にも、金属板の搬送装置の一部（例えば後述する
キャッチハンド４２の類）が下側伝熱体と干渉せずに入り込む空間が生まれる。それ故、
請求項１の装置によれば、搬送装置による金属板の把持や搬送が非常に楽になり、金属板
を加熱装置に搬入又は搬出する際の位置決め精度が向上するのみならず、高温状態にある
金属板を次工程のプレス機に搬送する時間が短縮される。
【００１２】
　なお、請求項１における「下方」とは、直下方のみならず斜め下方をも含む。
【００１３】
　請求項２の発明は、請求項１に記載の熱間プレス用金属板の加熱装置において、前記熱
源の少なくとも一つは、ブロックヒータであることを特徴とする。
【００１４】
　請求項２によれば、熱源の小型化又は薄型化が図られ、ひいては加熱装置の小型化を図
ることができる。また、ブロックヒータは電気加熱器であるため、金属板の温度管理がし
易いという利点がある。
【００１５】
　請求項３の発明は、請求項１に記載の熱間プレス用金属板の加熱装置において、前記伝
熱体の少なくとも一つは、熱源としてのカートリッジヒータを内蔵したブロックヒータに
よって構成されることを特徴とする。
【００１６】
　請求項３によれば、熱源としてのカートリッジヒータを内蔵したブロックヒータで伝熱
体を構成することにより、加熱装置の更なる小型化を図ることができる。また、ブロック
ヒータによれば、その加熱面全体に広い均熱エリアを確保でき熱再現性にも優れるため、
金属板の温度管理がし易いという利点がある。
【発明の効果】
【００１７】
　請求項１～３の熱間プレス用金属板の加熱装置によれば、熱間プレス用金属板を比較的
短時間で高温度に加熱することができ、且つ加熱時において金属板表面の酸化を極力防止
することができる。加えて、本発明の熱間プレス用金属板の加熱装置によれば、下側可動
伝熱体を加熱位置から退避位置に切替え配置可能としたことで、下側可動伝熱体の加熱面
が面接触し得る金属板下面部分の直下にも、金属板の搬送装置の一部が下側伝熱体と干渉
せずに入り込む空間を生み出すことができるため、搬送装置による金属板の把持や搬送が
非常に楽になり、金属板を加熱装置に搬入又は搬出する際の位置決め精度が向上すると共
に、高温状態にある金属板を次工程のプレス機に搬送する時間の短縮が容易になる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
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　本発明の一実施形態を図面を参照しつつ説明する。図１に示すように、本実施形態の加
熱装置は、工場等の設置面上に固定設置される下側ユニット１０と、その下側ユニット１
０の上方において該下側ユニット１０に対し接近離間可能に設けられた上側ユニット２０
とから構成されている。
【００１９】
　下側ユニット１０は、上方に開口した下側耐火性枠体１１、下側固定伝熱体１２及びそ
の熱源１３、並びに、その下側固定伝熱体１２の左右両側にそれぞれ隣接する下側可動伝
熱体１４、その熱源１５及び垂直駆動機構１６を備えている。
【００２０】
　下側耐火性枠体１１の底壁部１１ａの中央には架台部１１ｂが設けられており、その架
台部１１ｂ上には、下側固定伝熱体１２及びその熱源１３が固定設置されている。下側固
定伝熱体１２は、概して平盤状の金属直方体であって、銅、銀、金又はアルミニウム等の
高熱伝導性金属（後述するブロックヒータのブロック本体よりも熱伝導率が高い金属）で
作られている。下側固定伝熱体１２の上端面１２ａは水平で平滑な面となっている。この
上端面１２ａは、被加熱物たる金属板を水平に載置可能な載置面を兼ねた、金属板の下面
の一部に面接触可能な加熱面１２ａを提供する。
【００２１】
　架台部１１ｂと下側固定伝熱体１２との間に設けられた熱源１３は、ブロックヒータで
構成されている。ブロックヒータとは、ステンレス鋼等の耐熱性金属からなる略直方体形
状のブロック本体の内部に、カートリッジヒータ等の電気発熱素子を複数個組み込んで構
成したヒータユニットであって、ブロック本体の少なくとも一面（通常は上面）を加熱面
又は伝熱面として機能させるものをいう（例えば特開平１１－１４５１６６号参照）。ブ
ロックヒータ１３の上面は下側固定伝熱体１２の下端面に密接しており、下側固定伝熱体
１２はブロックヒータが発生する熱を受け、その熱を加熱面１２ａを介して下側固定伝熱
体１２上に載置された金属板に伝達する。
【００２２】
　下側耐火性枠体１１内には、中央の架台部１１ｂと左右側壁部１１ｃとの間において、
下側可動伝熱体１４を設置し且つその垂直動を許容するための設置スペースが確保されて
いる。左右の各設置スペースには垂直駆動機構１６が設けられ、その垂直駆動機構１６の
上部には、下側可動伝熱体１４及びその熱源１５が設けられている。各下側可動伝熱体１
４は、前記下側固定伝熱体１２と同様の金属直方体であって、その上端面１４ａは水平で
平滑な面となっており、金属板の下面の一部に面接触可能な加熱面１４ａを提供する。ま
た、各熱源１５は、前記熱源１３と同様のブロックヒータで構成されている。
【００２３】
　垂直駆動機構１６は、例えば油圧シリンダで構成されており、下側可動伝熱体１４及び
その熱源１５を垂直方向に移動させる。垂直駆動機構１６による下側可動伝熱体１４及び
その熱源１５の移動可能範囲は、下側可動伝熱体の加熱面１４ａが下側固定伝熱体の加熱
面１２ａと面一なる加熱位置（図１及び図２参照）を上限とし、下側可動伝熱体の加熱面
１４ａが前記加熱位置よりも下方に後退した退避位置（図３参照）を下限とする範囲であ
る。下側可動伝熱体１４が加熱位置に配置されると、その加熱面１４ａは、下側固定伝熱
体１２上に載置された金属板３０の左右にはみ出した各端部の下面に接触可能となる。
【００２４】
　尚、上記加熱位置と退避位置との高低差（即ち下側可動伝熱体１４の可動ストローク）
は、後述する金属板の搬送装置４０が備えるキャッチハンド４２の大きさや必要な可動ス
ペース等を考慮して適宜定められる。また、図５（Ａ）に示唆するように、下側固定伝熱
体の加熱面１２ａの面積は、各下側可動伝熱体の加熱面１４ａの面積よりも大きく設定さ
れている。各下側可動伝熱体の加熱面１４ａの面積や形状は、後述する金属板の搬送装置
４０が備えるキャッチハンド４２の大きさ等を考慮して定められる。
【００２５】
　他方、図１に示すように、上側ユニット２０は、下方に開口した上側耐火性枠体２１、
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並びに、上側可動伝熱体２２及びその熱源２３を備えている。
【００２６】
　上側耐火性枠体２１の天井部２１ａの下面側には、熱源２３が固定され、その熱源２３
の下側には上側可動伝熱体２２が固定されている。熱源２３は、前記熱源１３と同様のブ
ロックヒータで構成されている。上側可動伝熱体２２は、前記下側固定伝熱体１２と同様
の金属直方体であって、その下端面２２ａは水平で平滑な面となっており、金属板の上面
に面接触可能な加熱面２２ａを提供する。上側可動伝熱体２２は、その加熱面２２ａを介
して熱源２３の熱を金属板に伝達する。
【００２７】
　上側可動伝熱体の加熱面２２ａと、前記下側固定伝熱体の加熱面１２ａ及び２つの下側
可動伝熱体の加熱面１４ａとは対向関係にあり、上側可動伝熱体加熱面２２ａの面積及び
形状は、下側固定伝熱体加熱面１２ａと２つの下側可動伝熱体加熱面１４ａとを合わせた
面積及び形状に対応する。上側耐火性枠体２１、上側可動伝熱体２２及びその熱源２３か
らなる上側ユニット２０は、図示しない垂直駆動機構によって前記下側ユニット１０に対
し接近離間可能となっている。
【００２８】
　なお、図１～図３の加熱装置では、熱源としてのブロックヒータ（１３，１５，２３）
と各伝熱体（１２，１４，２２）とを別個のものとしたが、各伝熱体を省略し、ブロック
ヒータ（１３，１５，２３）の上面を金属板に直接接触する加熱面としてもよい。つまり
各ブロックヒータ（１３，１５，２３）を、熱源であると同時に熱源としてのカートリッ
ジヒータを内蔵した伝熱体そのものとして使用してもよい。
【００２９】
　次に、上記加熱装置の使用方法を説明する。なお、本実施形態では、被加熱物たる金属
板３０として図４に示すような高張力鋼板を使用した。図４の金属板３０は、長手方向中
央位置３１で最も幅広となり、両端部３２，３２に向かうほど次第に幅狭となるような、
長手方向にも幅方向にも対称な形状の平板である。金属板３０の厚さは０．５～４．０ｍ
ｍ程度である。
【００３０】
　また、図４の金属板３０を加熱装置に搬入し、加熱完了後に加熱装置から搬出するため
の装置として、図３並びに図５（Ａ）及び（Ｂ）に示すような搬送装置４０を使用した。
この搬送装置４０は、金属板３０の長手方向に沿って延びるやや長尺な装置本体４１と、
その装置本体４１の四隅に設けられた合計４つのキャッチハンド４２とを備えている。図
５（Ｂ）に示すように、各キャッチハンド４２は略Ｌ字状に構成されると共に、装置本体
４１に対し軸４３を中心として回動可能に装着されている。各キャッチハンド４２は、そ
の先端部が金属板３０の下面側に潜り込む把持位置（図５（Ｂ）に実線で示す位置）と、
その把持位置から９０°外方向に回動した解放位置（図５（Ｂ）に仮想線で示す位置）と
の間で切替え配置可能となっている。つまり図５に示すように、金属板３０の両端部３２
付近の４箇所を把持位置に配置された４つのキャッチハンド４２で把持することで、搬送
装置４０は金属板３０を搬送可能となっている。
【００３１】
　加熱装置の使用に際しては先ず、各熱源１３，１５及び２３を構成するブロックヒータ
に電力を供給し、各伝熱体の加熱面１２ａ，１４ａ及び２２ａを９００～９５０℃に予め
加熱する。伝熱体１２，１４及び２２は、それぞれが所定の熱容量を持ち蓄熱材としても
機能するため、一旦予熱昇温を完了すれば容易に冷めることはない。なお、予熱時には、
下側伝熱体１２及び１４と上側伝熱体２２とを接合しておくことは好ましい（大気中への
放熱が少なく早期昇温を図り易く、又、伝熱体間で均温化を図り易いため）。
【００３２】
　続いて図３に示すように、上側ユニット２０を上動させて上側可動伝熱体２２を下側固
定伝熱体１２及び下側可動伝熱体１４から離間させると共に、左右の下側可動伝熱体１４
を退避位置に下降後退させる。そして、金属板３０を把持した搬送装置４０を下側ユニッ
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ト１０と上側ユニット２０との間に進入させ、搬送装置４０により、金属板３０の中央部
下面が下側固定伝熱体１２の加熱面１２ａに対して正しい位置で接触するように位置決め
しながら、金属板３０を加熱面１２ａ上に載置する。このとき、左右の下側可動伝熱体１
４は退避位置にあるため、金属板３０の両端部３２付近を把持している各キャッチハンド
４２が左右の下側可動伝熱体１４と干渉することはない。
【００３３】
　金属板３０の下側固定伝熱体１２上への載置が完了すると、搬送装置４０の全てのキャ
ッチハンド４２が把持位置から解放位置に切替え配置され、金属板３０が搬送装置４０か
ら解き放たれる。そして、搬送装置４０を上下ユニット１０，２０間から退出させた後、
垂直駆動機構１６により各下側可動伝熱体１４が退避位置から加熱位置に切替え配置され
る。その結果、下側固定伝熱体１２の左右に位置する両下側可動伝熱体１４の各加熱面１
４ａが、下側固定伝熱体の加熱面１２ａに対して隣り合わせに面一になると共に、下側固
定伝熱体１２から左右にはみ出した金属板の端部３２の下面に面接触する。
【００３４】
　続いて図２に示すように、上側ユニット２０を下動させて上側可動伝熱体２２の加熱面
２２ａを、下側固定伝熱体１２上に載置された金属板３０の上面に面接触させる。このよ
うに下側固定伝熱体１２及び２つの下側可動伝熱体１４と上側可動伝熱体２２との間に金
属板３０を挟み込むことにより、当該金属板３０をその上下両面から加熱する。すると、
金属板３０は極めて短時間（例えば５～２０秒）で目標温度（９００℃）に達する。
【００３５】
　金属板３０が目標温度に加熱されたら、上側ユニット２０を上動させて上側可動伝熱体
２２を下側固定伝熱体１２及び下側可動伝熱体１４から離間させると共に、左右の下側可
動伝熱体１４を退避位置に下降後退させる。そして、即座に搬送装置４０を上下ユニット
１０，２０間に進入させて金属板３０の上方に移動させ、４つのキャッチハンド４２を解
放位置から把持位置に切り替えて金属板端部３２の下面側に潜り込ませる。このとき、左
右の下側可動伝熱体１４は退避位置にあるため、切替え回動するキャッチハンド４２が左
右の下側可動伝熱体１４と干渉することはない。
【００３６】
　搬送装置４０のキャッチハンド４２で金属板３０をその下面側からすくい上げるように
して把持したら、そのまま搬送装置４０を水平移動させ、加熱装置の上下ユニット１０，
２０間から次工程のプレス機に向けて高速搬送する。プレス機において、８５０℃以上の
高温状態にある金属板３０を水冷されたプレス型（内部に水冷手段を備える）でプレスす
ることにより、金属板３０に対する付形と焼入れとが同時に行われ、成形性や引張強度等
に優れたプレス成形品が得られる。
【００３７】
　（実施形態の効果）：
　本実施形態によれば、金属板３０の加熱は、下側固定伝熱体１２及び下側可動伝熱体１
４からなる下側伝熱体群（第１の伝熱体）と上側可動伝熱体２２（第２の伝熱体）との間
に金属板３０を挟み込み、その上下両面を各伝熱体の加熱面（１２ａ，１４ａ，２２ａ）
に接触させることによる固体間熱伝導によっている。このため、対流伝熱や放射伝熱を基
調とした従来の加熱装置に比べて、金属板３０を目標温度に加熱するまでの時間を大幅に
短縮することができる。
【００３８】
　また、金属板３０の上下両面は、各伝熱体の加熱面（１２ａ，１４ａ，２２ａ）に面接
触することで空気との接触を遮断されるため、金属板表面の酸化（即ち酸化スケール等の
発生）を極力防止することができる。
【００３９】
　各伝熱体（１２，１４，２２）に対応する熱源（１３，１５，２３）として、比較的小
型で薄型化も可能なブロックヒータを採用しているので、加熱装置の小型化及び工場内で
の設置面積の縮小を図ることができる。また、ブロックヒータは電気加熱器であること、
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及び、ブロックヒータの加熱面全体に広い均熱エリアを確保でき熱再現性にも優れている
ことのために、金属板３０の温度管理がし易いという利点がある。このため、本実施形態
の加熱装置は、プレス前の金属板３０の温度設定が極めて重要な要素となる熱間プレス成
形のための事前加熱器として優れた適性を有する。
【００４０】
　更に、金属板３０を下側固定伝熱体１２の載置面を兼ねた加熱面１２ａ上に搬入し又は
そこから搬出する際には、上側可動伝熱体２２を下側固定伝熱体１２から離間配置するこ
とで、上下両伝熱体間に金属板の搬送装置４０が進入する空間を確保できる。それと同時
に各下側可動伝熱体１４を加熱位置から退避位置に切替え配置することで、各下側可動伝
熱体の加熱面１４ａが面接触し得る金属板３０の下面部分の直下にも、搬送装置４０のキ
ャッチハンド４２が下側可動伝熱体１４と干渉せずに入り込む余地が生まれる。それ故、
本実施形態によれば、搬送装置４０による金属板３０の把持や搬送が非常に楽になり、金
属板３０を加熱装置に搬入又は搬出する際の位置決め精度が向上するのみならず、高温状
態にある金属板３０を次工程のプレス機に搬送する時間を短縮できる。
【００４１】
　（変更例）：上記実施形態では、下側可動伝熱体１４及びその熱源１５を垂直駆動機構
１６によって垂直方向に移動させることにより、加熱位置と退避位置との切替えを行った
が、垂直駆動機構１６に代えて水平移動機構を採用し、下側可動伝熱体１４及びその熱源
１５を前記加熱位置と、その加熱位置の「側方に」位置することになる退避位置との間で
水平移動可能としてもよい。つまり、下側可動伝熱体１４の退避位置は、加熱位置の直下
である必要はなく、加熱位置の斜め下方や側方（横）であってもよい。
【００４２】
　（変更例）：上記実施形態では、各熱源（１３，１５，２３）をブロックヒータで構成
したが、熱源の全て又は一部を火炎式加熱器等の他の発熱手段で置換してもよい。
【００４３】
　（変更例）：上側可動伝熱体２２と対向する下側伝熱体（下側固定伝熱体１２及び下側
可動伝熱体１４）の分割関係については、上記実施形態に限定されるものではなく、図６
又は図７に示すような分割関係を採用してもよい。
　図６の例では、下側固定伝熱体１２を金属板３０よりも長尺とし、その四隅に相当する
各位置に下側可動伝熱体１４（計四つ）を配置している。つまり、下側固定伝熱体１２の
加熱面１２ａの平面視形状（図に梨地模様を付す）を十二角形としている。
　図７の例では、下側固定伝熱体１２及び下側可動伝熱体１４を金属板３０よりも長尺と
し、金属板３０の幅方向に沿って下側固定伝熱体１２及び二つの下側可動伝熱体１４を前
者を後者間に挟んで並列配置している。また図７では、搬送装置４０の本体を左側本体部
４１Ａ及び右側本体部４１Ｂに分割し、両者を併せて一つの搬送装置４０としている。
【図面の簡単な説明】
【００４４】
【図１】一実施形態に従う加熱装置の概要を示す断面図。
【図２】金属板加熱時における加熱装置の断面図。
【図３】金属板を搬入又は搬出するときの加熱装置の断面図。
【図４】金属板の一例を示す平面図。
【図５】金属板と搬送装置との関係を示し、（Ａ）は平面図、（Ｂ）は左又は右から見た
側面図。
【図６】一変更例を示す図５（Ａ）相当の平面図。
【図７】一変更例を示す図５（Ａ）相当の平面図。
【符号の説明】
【００４５】
　１０…下側ユニット、１１…下側耐火性枠体、１２…下側固定伝熱体（第１の伝熱体）
、１２ａ…上端面（載置面を兼ねた加熱面）、１３…熱源、１４…下側可動伝熱体（第１
の伝熱体）、１４ａ…上端面（加熱面）、１５…熱源、１６…垂直駆動機構、２０…上側
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ユニット、２１…上側耐火性枠体、２２…上側可動伝熱体（第２の伝熱体）、２２ａ…下
端面（加熱面）、２３…熱源、３０…金属板、４０…金属板の搬送装置、４２…キャッチ
ハンド。

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】
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